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Abstract 

In order to improve an economical situatilon of a coastal transportation, to develop a 
hull form with high performance for saving: a fuel oil consumption is very important. 
The research project concerning the hull form development of the so-called 999G. T. 

type coastal oil carrier was carried out from 1984 to 1985. 
This report shows the research procedure and the results of model tests. The outline 

of the study is as follows. 
(1) The prototype was sellected as the base of hull form improvement. 
(2) The first stage of hull form improvement was made by using the proportion of hull, 

which showed the minimum operating cost among the some combinations of principal 
dimensions. 
(3) The second stage was made by modifiying the shape of fore body and by adding 

bulbous bow. In this stage, the statistical analysis method based on the wave-making 
resistance theory and the type ship method were applied. 

(4) In the third stage, the thrust deduction factor was improved by using the calculat-
ing method on the propeller-hull interaction. 
(5) The final stage was made by adopting the low speed propeller with large diameter 

and stern bulb shape. 
As the result of this study, the remarkable reduction of the engine power had been 

achieved. 
Besides the items mentioned above, the evalluation about the vibratory forces induced 

by propeller and the economical advantage by making use of the ship with a newly 
developed hull form are also shown in this report. 
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1. 緒言

内航船舶は，凡そ 1万隻が就航していると言われて

おり，国内貨物輸送量4.17億トン・キロメートルの約

47％の輸送‘を担っている。昭和48年に起こった第 1次

オイルショック以来，内航船舶においても省エネルギ

一対策の普及と省エネルギー技術の開発が強力に進め

られ，船型改良，推進器高効率化などによる馬力低滅，

主機・補機の高効率化，低質燃料の使用拡大，長期汚

損防止用塗装の普及などに多大の努力が払われて来

た。その結果， 499G/T型， 699G/T型， 999G/T型

の内航船舶などにおいてかなり省エネルギー効果が現

れている。しかしながら，中小型内航船舶では，性能

改善のための技術開発が大型外航船舶に比べて，今一

歩立ち遅れていることは事実であろう。

この実情に鑑み，昭和54年， 55年には船舶整備公団

が999G/T型内航タンカーについて［ 1],また，昭和

55年， 56年には日本中型造船工業会（以後中造工と略

記する）が499G/T型内航鋼材運搬船について[2 ], 

それぞれ本格的な船型開発を実施し，大きな成果を上

げた。しかし， 999G/T型タンカーの上記の研究を第

一次の研究とすれば，第一次の研究当時は，当該船舶

への船首と船尾に対するバルブの装着及び，低回転大

直径プロペラの採用についてまだ検討されなかったの

で，船首と船尾にバルブを持つ船の出現は極めて少な

い。ただ，低回転大直径プロペラは，バルブ船型より

も検討しやすく、性能改善の効果が得やすい点から，

採用例も次第に現れて来ているようである。このよう

な観点から， 999G/T型タンカーについて第 1次研究
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から残された項目を主眼とする第 2次研究の実施が強

く希望されており，本研究では，これに応えてより高

い省エネルギー効果を発揮する内航船舶を開発するこ

とにした。

2. 船型開発の基本方針と概要

最近の船型開発の方法については，ノウハウの関係

もあってその実情は把握し難い。また，大規模な船型

開発の例があまり報告されていない。しかしながら，

特定の目的に限定して，高性能の船型を開発する場合

は，比較的最近でも多数の模型船を使用した水槽試験

が重視されているようである。この例としてかって米

国での SL-7,我が国での35ノット， 3000個積みコンテ

ナ船の開発があった。最近では，緒言で記したように

499G/T型鋼材運搬船の船型開発が， 6隻の模型船を

使って行われ，約40％の馬力低下を得ている。我が国

でのこの 2例では，理論計算が船型開発に適用され，

特に船体前半部の船型開発に寄与した。

本研究の999G/T型内航タンカーの船型開発も，上

述の例における模型試験と理論計算の併用によって得

られた技術的知見を活用することにした。

船型開発は，各開発段階に於ける種々の技術的要素

に重要な基礎を置きつつも，全体としては，これらの

要素が適正なバランスのもとに構成された総合方式と

して遂行される必要があり，まさしくシンセシスの適

否が，開発成果の良否を決定づけるものである。

本研究では，はじめに，性能改善の対象船舶につい

て，その主要目と性能の調査を既存船の資料によって

行い，これにより，船型開発の計画を立てる。続いて，

船型開発の基礎となり開発段階の性能比較基準となる

船型を決定し，その性能を定める。船型開発の第一段

階では，実船の性能趨勢の調査をもとに，主要目を輸

送コストの観点から検討し，それに基づく母型を定め，

その性能の調査を行う。即ち，主要目について選択し

得る範囲を検討し，主要目を変化させた場合の馬力を

推定する。次にこの馬力をもとに輸送コストを試算し，

これが最小となる主要目の船型を船型開発用の母型と

して選定することとする（船型開発用模型第 1船）。第

2段階では，船体前半部の改善を，主として横断面積

曲線の評価，船首バルブの装着，フレームライン形状

の好適化によって図る（模型第 2船）。第 3段階では，

船体後半部の改善に移り，推進性能の改善を図るべく，

船体とプロペラの相互干渉理論を用いて，船体後半部

フレームライン形状の改善を行う（模型第 3船）。第 4

段階では，プロペラ高効率化のための低回転大直径プ



ロペラの設計を行い，プロペラ前方の流れをプロペラ

に集中させ，かつその均ー化を図るため船尾バルブを

装着する（模型第 4船）。次に，プロペラ起振力に関す

る検討を加え，おわりに，本研究による性能改善成果

に対し経済性評価を加えるものとする。

このような研究の流れを図ー 1,図ー2に示す。図ー1

は概要を示し，図ー2は各段階ごとに用いた研究手法な

ども含め，本文の説明が研究全体の中に対応する位置

をはっきりさせるために示した。

本研究では，実用化に即応した船型の開発を行うこ

とを重要な基方方針としつつ，本研究における船型開

発法についてその有効性を実証し，次いで，他の内航

船舶の性能改善に対するガイドラインとすることも目

的の一つとした。

冥船の性能苗秀の誨玉

船型開発の基本方針

摸型試験計画

比較基準沿の選定 給型開発用母型の決定

船首・給垂形状の改菩

及びプロペラ高効率化

による性能向 J::.

プロペラ起振力の検討

性能改菩にもとずく経済性評価

図ー1 研究の概要流れ図
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3． 内航船舶の主要目およぴ性能に関する調査

船型開発の着手に当って，対象の既存船が如何なる

主要目と性能を有するかを知る必要があるので次の調

査を行った。

3.1 主要目の調査

出来るだけ最近に建造された対象船舶20数隻につい

て船体主要目などを調査した。その一例を図ー3,4に

示す。一方，昭和36年から48年に至る，今から20年前

から約10年間の対象船舶の主要目などの調査結果[3 J 
では，主要目などは急激な変化を見せている。垂線間

長さ Lppは， 62mから72.5mへ，幅Bは10.2mから12

mへ，深さ Dは5.2mから5.8mへ，満載排水量今は

2,200tonから3,400tonへ，載貨重量DWは1,520ton

から2,530tonへと年度を追って変化し，然も一様に大

型化している。特に DWの増加が著しい。 48年から58

年に至る10年間では，ここでは，経過を追ったデータ

はないが，文献 3) 中の昭和48年度船のデータと今回

の調査データの比較がほぼこれに対応し，これによる

と主要目の変化は比較的緩やかとなっている。

今回の調査結果に見られるように，最近建造された

対象船は，特に L/B=6.4と大きく，方形係数CB=

0.67と小さいので細長く痩せており，フルード数Fnも

高い。

大型タンカーの性能改善では形状影響係数を含む粘

性抵抗の軽滅と，伴流係数の増加による推進効率の向

上が重視されてきたが，内航タンカーでは満載状態の

計画速力が12ノットであり， Fn~0.22 と高くなってい

るので，大型タンカーの性能向上を図る検討項目に加

えて，船体前半部形状や， lcBについても検討を加え，

造波抵抗の減少を図る必要があると判断された。また，

プロペラも徐々に低回転大直径化が進む傾向が見られ

る。船型の特徴については，正面線図や横断面積曲線

を検討する必要がある。

3.2 性能の調査

対象とする内航タンカーの海上速力試運転は，標準

試運転施行要領と同等に行われているが，海象・気象

の影響は大型船よりも受け易く，算定される馬力の精

度も十分でない場合がある。

試運転解析は， 20数隻の中から10隻を選び，標準解

析法に沿って実施された。可変ピッチプロペラ船の場

合は，翼角一定の試運転データが対象とされた。

解析結果を文献 4)から引用して，図ー5, 6に示す

が，図ー6はBHPに基くアドミラリテー係数 Cadmで

ある。両図には，何等かの省エネルギー対策を行って
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比較茎準船の選定

摸型試験及び成績
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7
1
A
へ

実船の主要目と性能

に 関 す る 還 勢 の 潟 査

船型開発のための

主要目 (L,B, d)の 検 討

その他の船型要素の検討

主要目変化に伴 9，畏力推定

主要目変化ICよる翰送コストの試狂

lea―:CMなど）

成績比較

主要目検討船の決定

（船型開発用母型）

策 1 船
~• - 1 

（主要目見直しkよ る
性能向上 ） 

摸型試験及び成攘

船首ノくルプの装着

-」
比 I 船体前半部9の改善

較
第 2 船

＇ （造波抵抗の怪減など）

I 船体前半部フtv-• ラインド ，イプツップ
模型試験及び成譲 I

流簾に沿 9圧力分布！の計算

（第 1船，第 2船）

比

1船体稜半部フレームラインIE ［クイプシップ船体後半部の改善（その l)

第 3 船 船体・プロペラ干渉計算

較
（推力減少係数の改善）

（第 2船，第 3船）

摸型試験及び成墳

比

較

船体前半部形状の修正
・-
船体後半部の改善（その 2)

第 4 船

’ ’  （プロペラ高効率化19

伴流均ー化など）

漠型試験及び成墳

船体後半部形状を大直

径プロペラ用に変更

フレームラインを

船尾メルプ化

プロペラ起振力の検討

低回転大直径
プロペラの設計

性能改善にもとずく

経済性評価

図ー2 研究全体の説明図
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いる船を白抜き記号で，そうでない船を黒塗り記号で

示している。図ー5では，省エネルギー対策船とそう

でない船との差が馬力，回転数ともに明瞭に現れてお

り，更に，省エネルギー対策船の中でも回転数が上下

のグループに別れている。回転数の低いグループ3隻

は何れも減速機付き低回転大直径プロペラ（直径DpX

回転数 N5=2.80mX212rpm, 2.80 X 228rpm, 3. 00 

mX194rpm)を装備した船であり，これを馬力で見る

と，何れも一番低いグループに入っている。 (o)印は，

回転数は正しく計測されているが，馬力の算定に疑問

点があるので，一応（）付きとした。図中の曲線はグル

ープ毎の平均を参考として示した。図ー6に於いても，

省エネルギー対策船とそうでない船のグループは，は

っきりと 2分されている。計画速力の Vs'=12ノット

では， Cadm= 330 ~ 340であることが判明した。

4. 船型開発の順序と模型試験

本研究は， 999G/T型内航タンカーについて，少な

くとも15％以上所要馬力の少ない高経済性船型を，通

常用いられている理論計算の援用のもとに，極力少な

い模型試験によって開発しようとするものである。

船型開発の順序および各段階の模型試験の概要につ

いては既に図ー1, 2に示したとおりである。

模型試験は，低速領域を含めた抵抗試験，プロペラ

単独性能試験， 自航試験及び伴流計測を基本とした。

その他，プロペラの荷重度変更による自航試験，波形

計測，船尾表面の圧力分布計測，舵力計測，船体周り

の波形撮影も適宜行った。

これらの模型試験は，長さ 6mのパラフィン製模型

船が用いられ，船舶技術研究所第二（長さ400m, 幅18
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穴、や

700 

999G/T型タンカーの実船性能調査

(Vs'~Cadm) 

図ー5

12 

vs'(knot) 

999G/T型タンカーの実船性能調査

(Vs'~ BHP)4) 

10 11 13 14 

m, 深さ8m)，第三（長さ 150m,幅7.5m, 深さ3.5m)

船舶試験水槽で実施された。

4.1 比較基準船の選定と模型試験結果

4.1.1 比較基準船の選定

船型開発を行うに当って，開発の各段階で性能の改

善性を確認するための比較基準を定める必要がある。

比較基準を定めるには，色々な考え方が出来るが，こ

こでは，研究の継続性に重点を置く立場を取ることと

した。昭和55年度に船舶整備公団が，それ以前の在来

船に対し船型改良試験を行って試設計を行っているの

で［ 1]'この試設計船を本研究に於ける比較基準とし

て選定することにした。比較基準船の要目その他の詳

細は表ー 1に示す通りである。この比較基準船には

1, 900 ps X 245 rpmのディーゼル主機が搭載され，プロ

ペラは主機と直結駆動である。 DP=2.70mの4翼で固定

ピッチと可変ピッチの2種のプロペラについて試設計

が行われている。比較基準船の等吃水に於ける満載状

態での横断面積曲線，正面線図及び船首・船尾の側面

(274) 

形状を後述の開発第 1，第 2船型とともに図ー7, 8, 

9にそれぞれ示す。

4.1.2 比較基準船の模型試験結果

試験状態は，排水量△s= 3, 200ton, トリム 0の計画

満載及び，航海実績の平均値と考えられるふ＝1,800

ton, トリム 3％のバラストの 2状態とする。試験状態

表を表ー 1に，バラスト状態に於ける横断面積曲線を図

-7中に示す。

使用した模型プロペラは，実船換算で直径2.70mで

あり，その要目を表ー 2に示す。プロペラ形状及び単独

性能曲線を図ー10に示す。

比較基準船の舵つき模型船による満載，バラスト両

状態の抵抗試験結果を図ー11に示した。

満載バラスト両状態の形状影響係数Kは，シェン

ヘル線ベースでK=0.19, 0.26となり，平均的な値を

示したと判断される。 Kの値は，―粘性圧力抵抗との関

連が強いので，船型評価の重要な尺度である。

本研究での馬力算定は，中小型船に通常使用されて

いる剰余抵抗係数rRによる 2次元解析法によった。抵

抗試験から求めた rRと表面粗度修正係数△CF=

0.0005を用いて実船の有効馬力 EHPを算定し図ー12

に示した。



43 

表ー1 供試船の要目及び試験状態（その 1)

比較基郎船
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次に，やはり舵つき模型船による自航試験から得ら

れた自航要素（図ー13)と有効馬力曲線を使って制動馬

力BHP（図ー14)を算定した。このとき，（1-w)のみ

について，満載とバラストの両状態でそれぞれei=・

1.05, 1.08の尺度影響を考慮した。伝達効率祈は，船

尾機関の通常値として nT=1/1.03とした。 Cadmは満載

の12ノットで約290である。比較基準船の成績を表ー3

にまとめた。これらの成績は以後比較基準として使用

する。

4.2 船型開発のための主要目検討

主要目の適切な選定は，かなりの性能改善となる場

合があるので，性能改善の第一ステップとして重視さ
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れる。

新測度法では，従来と同一総トン数でも容積が若干

大きく取り得ること，また，軽油，灯油，ガソリンな

どの通称白油積みが多くなり，貨物油槽容積を大きく

する機運などがあることなどを踏まえて，主要目の検

討を輸送コストが最小となる観点から行うこととし

た。

4.2.1 主要目の検討範囲と馬力推定

図ー3に示す20隻余の実船の主要目調査によると，主

要目は下記の範囲にある。

Lpp=69.0~77.0m, B=ll.6~12.5m, D= 

5.2~5. 75m, d=4.83~5.22m, CB=0.665~0. 731, 

(275) 
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表ー2 模型プロペラの要目

-Y  

5 0 5W. 1, 

戸

R, I, 

A, P. 

n. 1.. 

R p 

図ー9 比較基準船の船首・船尾の側面形状

0.2 

ーn5 

d,0・u.`ら11bx)0〉10I',~U•,u·d\•II•>l 

通常プロペラ
低回転大直径
プロペラ

模型プロペラ番号 M. P. NO. 2195 M. P. NO. 0230 

直 径 0.213m*1 0.238m*2 

ボ ス 比 0.170 0.155 

ピ ツ チ 比 0.700 0.774 

展開面積比 0.570 0.461 

最大翼幅比 0.3194 0.2532 

翼 厚 比 0.0414 0.0409 

レ キ 角 10° -0' 10°-0' 

翼 数 4 4 

翼断面形状 AU AU 

実船寸法 ＊1 比較基準船用 2.70m 
第1船～第 3船用 2.77m 

*2 第4船用 3.10m 

I 4.1 I 

2 0.3 

0.2 5 

6.424X 105 

。
^
U
 

0.1 0,2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 

J=V A/n•Dp 

図ー10 模型プロペラの単独性能曲線（その 1)

ふ＝3,010~3, 378tonなどであり，今日までの数年の

間にも， Lppは大きくなり，らは小さくなる傾向が見ら

れる。主要目の検討範囲は，設定航路，港湾などの事

情その他を考慮のうえ決めるべきものであるが，比較

基準船の主要目が既にこれらの要件を含んでいるの

で，これを参考に下記のように設定した。

a) Lpp :船の長さを許容範囲で延ばし，少しでも痩せ

型を図ることによっで性能向上を狙うことにした。た

0.6 I だし，検討範囲は Lpp=76.0m,77.0m, 78.0mとした。

b) B：実船調査を参考に次の場合を設定した。

B =12.0m, 12.5m 

C) d :長さ，幅，所要排水量に対し，吃水と肥脊係

数はバランスの良い選択が必要であるが，検討範囲は，

港湾の水深を考慮して， 5.2m, 5.3mとした。

d)乾舷F:乾舷に関する調査結果から，白油積みの

d =5.2mと5.3mに対する乾舷は，ほぼ0.55mと0.45

mになるが，一方，初期設計としての乾舷計算は，上

記の Lpp,B, dの各変化の組み合わせに対し，基本乾

舷，深さ修正値とも変化する。しかし，ここでは詳細

設計ではなく，船価と馬力の推定に用いるので，一律

にF=0.500mと設定した。

e) 中央横断面形状：中央横断面積係数CMを大きく

取れば，ら一定のもとで柱形係数cpがそれに従って

小さくなり，造波抵抗上は好ましい。Lpp=78.0m,B = 

12.0m, d =5.30mの要目で今＝3,420ton, Ca = 

0.672のもとに CMを0.92から0.98まで変化させ，その

時の制動馬力の変化をテーラーの設計図表を用いて調

0.7 

-,0.3 

0.2 

(277) 
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表—3 計画速力における性能

K rR 
満載 ラ^スト 満載， 12ノフト メラスト， 13.5ノブト

比較基準船 0.19 0.26 Fn=0223で0.00455 100% Fn=0251で 0.00473 100% 
第 1船 0.16 0.11 氏＝0220で0.00455 100% Fn=0248で0、00420 89% 

第 2船 0.20 0.3 6 ” 0.00292 64% ，， 0.00560 118% 
第 3船 0.21 0.34 ” 0.00292 64% ” ODO 555 117%, 

第 4船 0.15 0.21 ” ODO 284 6磁 ” 0.00495 105% 

満戟状態， 12ノ，ト

1-W"l' l --t 布し

比較基準船 0.660 0.786 ---0.9 9 7 ----第 1船 0.70 8 7 ％悪 0.827 5 ％良 1.002 1 ％良

第 2船 0.6 6 7 1 ％悪 0.81 3 3 ％良 0.9 8 3 1 ％悪
第 3船 0.66 7 1％悪 0.8 29 5 ％良 0.9 97 0%  
第 4船 0.715 8 ％悪 0.8 47 8 ％良 0.96 8 3％悪

.,,.＜ラスト状態， 13.5ノフト

l -W-r Jl --t 7/R 
比較基準船 0.6 55 ----0.7 90 

------
1.01 2 -----第 1船 0.6 9 3 6％悪 0.80 5 2％良 1.00 5 1％悪

第 2船 0.643 2 ％良 0.804 2％良 0.993 2 ％悪

第 3船 0.6 5 0 1 ％良 0.818 4％良 0.99 3 2 ％悪

第 4船 0.6 9 8 7％悪 0.840 6 ％良 0.9 62 5％悪

満載状態， ,12ノ，ト

EHP(ps) As (ton) EHP/As ％ 団 (ton) EHP/DW 拓

比較基準船 792 3198.3 0.248 100 2350 0.3 37 100 

第 1船 835 34190 0.244 98 2487 0.3 3 6 100 

第 2船 725 3431.1 0.211 85 ” 0.29 2 87 

第 3船 725 3429.5 0.211 85 ，， 0.292 87 

第 4船 718 3421.6 0.210 85 ” 0.28 9 86 

ノくラスト状慈， l3.5ノっト

EHP(ps) Js (ton) EHP/4:s ％ 

比較基準船 840 、1800 0.4 6 7 100 

第 1船 805 ” 0.447 96 

第 2船 903 ，， 0.50 2 107 

第 3船 913 ” 0.507 109 

第 4船 856 ” 0.4 76 102 

満載状態， JL2ノ 9 ト

BHP(ps) .ds (ton) BHP/4s ％ DW(ton) BHP可 ％ 

比絞基準船 1340 3198.3 0.41 9 100 2350 0.5 7 0 100 

第 1船 1362 3419.0 0.400 95 248 7 0.5 48 96 

第 2船 1132 3431.1 0.330 79 ” 0.455 80 

第 3船 1106 34295 0.322 77 ” 0.445 78 

第 4船 1018 3421.6 0.298 71 ” 
0.40 9 12 

バラスト状態， 13.5ノ，ト

BHP(ps) L1s (ton) BHP./』s ％ 注）第 1船～第3船の

比絞基準船 1310 1800 0.7 28 100 ブロペラはM.P.N).2195, 
第 1船 1270 ” 0.7 0 6 97 第 4船のプロペラのみ

第 2船 1 3 90 ” 0.77 2 106 M.P.NO. O 230 
第 3船 1370 ” 0.7 61 105 

第 4船 1210 ” 0.6 7 2 92 

(278) 
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図ー11 抵抗試験結果（その 1)
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図ー14 制動馬力等曲線（その 1)
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査した。その結果， CM=0.92では BHP=1, 200psから

CM=0.98で1,060psまで比較的単調に減少する傾向

にあることがわかったので，これを参考にして CMの
増加を図るため， 55年度の試設計船の船底勾配凡＝

0.500mを0.250mにした。これは，試設計船が黒油積

みであったのに対し，白油積みでは，凡を半滅しても

荷油の集合性に問題は無いと判断した。弯曲部半径R
(=l.OOOm)と平板竜骨半幅 FK(=0.600m)は試設計

船と同一に保った。弯曲部半径を小さくしなかったの

は，同一構造・寸法のビルジキールを取り付けること

によって耐横揺れ性能の低下を防ぐとともに，ビルジ

渦発生による抵抗増加を懸念したためである。

f) DW:載貨重量の想定を新測度法の適用との関係

で次のようにした。

ア）荷油重量CW：荷油容積を調査実船の実績から

推定して白油を2,850m3（試設計船は約2,340mりとす

ると，荷油重量は約2,247ton（試設計船は約2,lllton) 

となる。

以後も試設計船の値を参考として，（）内に示す。

イ）燃料油重量 F。w：試設計船，調査実船の値を参

考にし，所要馬力の低下を想定して幾分少なく 155ton

(150ton) と想定する。

ウ）その他：清水重量FwW=60ton(56ton)，潤滑

油重量 L。W=5 ton(4.6ton)，乗員，所持品及び余裕

などを20ton(28. lton) とする。
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以上の重量和として DW= 2, 487ton (2, 350ton) と

なり，試設計船に比べて約5.8％の増加となった。

g)軽荷重量 LWとふ：軽荷重量は，新測度法適用

以後の実船データを使い，サーフェス・ナンバーによ

って推定した。

主要目範囲の D,LW,今， CB,CM,らなどを求め

たのが表ー4である。

これらの主要目に対する BHPを推定する馬力推定

図表としては，中造工図表[5]が一番最近に作られ

たものであり，本対象船の馬力推定には最も適してい

ると思われる。これは入力される要目の船に対する最

適プロペラによって馬力の推定計算が行われるもので

ある。馬力計算の結果を図ー15に示すが，本図によると，

DW一定の条件下では，長さを長く，幅を大きく，吃

水を深くするに伴って BHPは滅少していくが，これ

はLの増加によってフルード数が減少し，造波抵抗が

小さくなること， Bとdの増加によって CB9らが減少

し，船体の痩せ型化による抵抗減少があったためであ

る。

4.2.2 輸送コストの試算

前項で船体寸法と所要馬力が求められたので，これ

らをもとに，船価を求め，次いで輸送コストを計算し，

この輸送コストが最小となる船体主要目を選定するこ

とにする。

表ー4 主要目検討の範囲

F ;=0.500m 

LW=CH'• L・(B+D)
CH=0.6709 

DW=2487 ton 

Lpp紺 7 6 

B紺 1 2.0 1 2.5 12 

d囮 5.2 5.3 5.2 5. 3 5.2 

D(rrl 5. 7 5.8 5. 7 5.8 5. 7 

LW(to1-v 902.6 907.5 9 28.5 9 33.5 91 4.4 

△ (ton 3 3 8 9.6 3 3 9 4.5 3 4 1 5.5 3 4 2 0.5 3401.4 !l 

C B 0.69 7 0.68 5 0.67 5 0.6 6 3 0.691 

CM 0.97 2 0.97 3 0.97 2 0.97 3 0.9 72 

Cp 0.7 1 7 0.70 4 0.6 94 0.681 0.710 

L/B 6.33 6.3 3 6.08 6.08 6.4 2 

B/d 2.31 2.26 2.4 0 2.3 6 2.3 1 

5
 

5. 

n5 

2 

77 78 

12.5 12.0 l 2.5 

.3 5.2 5.3 5.2 5.3 5. 2 5.3 

,8 5. 7 5. 8 5. 7 5.8 5. 7 5.8 

9.6 !)4 0.2 9 4 5.4 926.5 9 31.5 95 2.5 9.5 7.5 

06.6 3 4 2 7.2 3432.4 3 4 1 3.5 3 4 18.5 3 4 39.5 3 4 4 4.5 

i 7 9 0.668 0.6 5 6 0.684 0.6 7 2 0.662 0.650 

I 7 3 0.97 2 0.97 3 0.972 0.9 7 3 0.97 2 0.9 7 3 

9 8 0.687 0.6 7 5 0.704 0.6 91 0.6 81 0.6 69 

42 (3.1 6 6.1 6 6.50 6.5 0 6.24 6.24 

26 2.4 0 2.3 6 2.31 2.2 6 2.4 0 2.36 

91 

0. 

0. 

6. 
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輸送コスト

(1)船価 S。：次のように示される。

船価＝製造原価（＝船殻費＋艤装費＋機関部費＋電機

部費）＋管理費＋金利＋利益 (1) 

ここでは，個々の内容について積算することはせず，

サーフェス・ナンバーと所要馬力を基にして次の形で

求めることにした。

(2)輸送コスト：次のように区分される。

船費：直接船費＝船員費 (Yり＋船用品費 (Y2)＋潤滑

油費 (Y3)＋修繕費 (Y]＋保険料

(Ys)＋固定資産税 (Y6)＋雑費 (Y7)

間接船費＝店費(Y8)＋金利(Y,)＋償却費(Y叫

運航経費： ＝主機燃料費 (Y叫＋補機燃料費 (Y12)+ 

港費 (Y13)＋貨物費 (Y14)

従って，輸送コスト＝船費＋運航経費 (3) 

即ち，船殻費＝C1・ L ・ (B+D), 

艤装費＝Cz・ L ・ (B+D), 

機関部費＋電機部費＝c3・主機主力，

、

A

、9

(2) 

ただし，所要馬力＝（常用出力）／（シーマージン）＝

（主機出力 XO.85) /1.15 

C1, C2, C孔ま，新測度法適用船の平均値を取った。

計算した船価を図一15に示したが，船の長さ，幅が増す

に従って船価は増大するが，幅の影響の方が大きい。

深さは変化が0.lmであり，影響は大きくない。

(282) 

以上の各項目を計算の便のため下記のように集約す

る。

ア）船価に関係するもの (Ys)

Ys=Yげ Y9+Y1。として表わされ， S1を乗り出

し船価とすると，最近の実績からこれらを計算すると，

次のようにまとめられる。

Y s = 0.1532 ・ S1 = O.1593 • S。
イ）主機馬力に関係するもの (Y叫

Yn＝燃料価格X常用出力 X航海時間x燃費

C重油の価格，比重，航海時間及び燃費に関す

る最新のデータを使って Ynを求めると，

Yn =35. 7X常用出力X千円／年で計算が出来

る。

ウ）その他…乗組員数，総トン数に関係する経費

及び補機燃料費 Y。

Y1 +Y2+Ya+ Y4 + Y6 + Y1+ Ys + Y1a+ Yl4= 

103,053千円／年…実績より推定した。

ただし，乗組員数は対象船の場合は12名となっ

ている。 Y12は発電機類，甲板機械類，ポンプ類，

ボイラーなどの燃料費であるが， A重油焚きの

補機類の平均馬力 X稼動時間（年） X燃費及びC

重油焚きのボイラーの燃料消費量x稼動時間

（年）を夫々推定し，結局 Y12=20,632千円／年と

推定した。これらを合計して Y。=123,685千

円／年とした。

従って輸送コストは，

輸送コスト＝ ｛0.1593X船価（千円）＋35.7X常用出力

(ps) +123,685} X千円／年で計算ができる。

この計算方法に従って，主要目範囲の輸送コストを

計算した。その結果を図ー15に示す。輸送コストは，船

め長さが長く，幅が狭く，吃水が深くなるに伴って低

くなっていくが，長さを長くする場合の輸送コストの

低下率は，幅が12.5mの時は， 12.0mの時に比べてか

なり急激である。この原因は主機関連費によるもので

あり，図ー15中の Lpp変化に対する BHPの傾向が輸送

コストに影響を及ぼしたものである。検討した主要目



範囲内で Lpp=78.0m, B =12.0m, d =5.3mの場合

の輸送コストが最小値を示したので，この主要目を船

型開発船の主要目にした。

4.2.3 主要目以外の船型要素の検討

主要目の決定のほか次の事項についても検討を加え

た。船型開発用の第 1船（母型）は，比較基準船の主

要寸法を見直し，その効果を調査しようとするもので

ある。従ってこの狙いからは主要寸法以外は変更を加

えないようにしなければならないが，母型選定の時点

から考慮した方力噌星ましいものとして 1CBがある。多数

の船の実績について調査された例やシリーズ60チャー

トによる lCB変化の調査によると， lCBの最適位置は凡

そlea=0 ~-1.5% Lppとなっている。この間での馬

力変化は緩やかであり，従って計画船の目安として

lea= -0.5~ -1.0% Lppとした。

4.2.4 主要目検討船の模型試験結果

比較基準船の横断面積曲線 (Cpカーブ）を使って，

狙いの CB, lCBを得るためには数種の幾何学的な変更

方法があるが，ここでは，船首，船尾の cpカーブの傾

向を極力変更しないジャンボ法[6]を用いた。次に，

このようにして得られた cpカーブをもとに比較基準

船の正面線図をタイプシップとしてステーション移動

法により新船型のフレームラインを決めたが，新船型

のフレームラインは，元のフレームラインの特徴を殆

んど失っていない。船首，船尾の側面形状は，タイプ

シップに長さ方向と深さ方向の寸法比を乗じて作製さ

れた。

第1船の主要目と試験状態を，表ー1に，横断面積曲

線，正面線図を比較基準船（以後基準船と呼ぶ）とあ

わせて，図ー7, 8に示す。

cpカーブでは，基準船と肥痔係数， lCBの違いによる

差は有るもののカーブの傾向は満載，バラスト両状態

とも良く似ている。正面線図では，船底勾配と，計画

満載吃水を変更し，中央横断面係数CMが少し大きく

なった他は，フレームラインはタイプシップの傾向を

良く保持したものとなった。 lCBを基準船の一0.68Lpp

からー0.996Lppに変化させたので，フレームラインの

変化としては，船体前半部のU型が少し進み，船体後

半部の痩せ型が大きくなった。

試験状態は，実船で排水量3,420tonの等吃水d=

5.30mである満載状態と，排水量1,800tonの3% Lpp 

船尾トリムのバラスト状態とした。試験に使用した模

型プロペラは基準船のものと同一である。

試験結果を基準船と比較して示す。剰余抵抗係数rR

を形状影響係数とともに図ー11に，基準船と全く同じ方
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法で算定した実船有効馬力を図ー12に，自航要素及びこ

の自航要素と有効馬力から基準船の場合と全く同じ方

法で算定した実船制動馬力を図ー13,14に示す。基準船

と第 1船は実船長さがそれぞれ76.0mと78.0mであ

るが，実船性能推定係数である△CF,eiは同じ値を使

用した。また，計画速力に於ける馬力等の性能を表ー3
にまとめた。

第1船の試験結果を基準船と比べると，形状影響係

数Kが満載バラスト両状態とも改善され，これは船

体の痩せ型化が寄与したものと思われる。船尾の痩せ

型は， 自航要素において (1-t)の改善，（ 1-wサ
の悪化を招いたが，これは普通の船尾痩せ型化による

自然な結果と言える。

第 1船の制動馬力は満載状態で基準船より 2％増加し

たが，排水量が7％増加しているので，排水量当りの

制動馬力では 5％の改善となった。バラスト状態の馬

力改善は 3％であった。結局，排水量当りの馬力で 5

％の改善率は，中造工図表による馬力推定から予想し

た改善率8％を少し下まわった。その主な理由は，第

1船の船型と中造工図表の基礎となった船型とが異っ

ているためであろう。

4.3 船体前半部の改善

造波抵抗に対する最も重要な支配要素である船体前

半部形状に関し，造波抵抗の少ない船型を開発する方

法として，純理論的な方法，理論に実験を援用した波

形解析法の応用による方法及びデータの統計解析と理

論を組み合わせた方法などがある。最近は，船首バル

ブや船体前半部の横断面積曲線およびフレームライン

などの最適化が最新の造波抵抗理論の適用によって行

われつつある。

しかし，ここでは出来るだけ簡単で効果的に性能改

善の出来る方法をとることにした。即ち，横断面積曲

線は統計解析の方法に従い，船首バルブとフレームラ

インは良好な成績を示したタイプシップによりそれぞ

れ製作し，船体に沿う流れの圧力変化をポテンシャル

計算によってチェックすることにした。

4.3.1 横断面積曲線と船首バルプ

a)横断面積曲線

横断面積曲線の評価は，統計解析の方法によるのが，

実用的，精度的に好都合である。本方法の利点は，理

論と実験の両者を組合せた統計解析の方法をとってい

るため，定量性の良好な資料が多ければそれだけ精度

の高い結果が期待出来る点であろう。このような意味

合いから，大水槽で試験が行われた800余隻の船型試験

資料を収録している統計解析による方法[7]を使っ

(283) 
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て本研究の船体前半部改善用の横断面積曲線を作製す

ることにした。

中造工試設計船H改型(M. S. N。.3704) [ 2]の

cpカーブを図ー16に示すが，このcpカーブは非線型l生
の船首波による造波抵抗の軽減も図るべく検討された

ものであり，試験結果に於いて良好な成績を示した。

H改型の Cpカーブはエントランス部を細くえぐり，前

肩を張らせ，後肩を落した特徴を有している。第 2船
のcpカーブにも，この特徴を取り入れるとともに， H

改型と同等の 6％船首バルブを装着し， cp値， lCB値，

船体平行部長さは第 1船と等しくすることにした。は

じめに， Cpカーブの評価として，第 1船の Cpカーブを

もとに 5,6種のcpカーブを作製し，統計解析の方法

で示される Cw'の計算を行った結果， Cw'の小さい Cp

カーブを得ることができた（図一16中の原型）。更に，

この Cpカーブを中心に前肩，後肩について適度な“張

り”と“落ち”を作り，各組み合わせ合計 9通りの cp

カーブ（図ー16)について Cw'を計算した結果，前肩張

り，後肩落ちが一番良好な結果を示した（図ー17)。肩

張り，肩落ちの組合わせによって排水量と lcB位置が変

化するので•これらを所定値にするための cpカーブの

再調整を行った。このようにして一応cpカーブを作製

し，次いで船首バルブを付加し，ェントランス部の水

線入角を小さくするための“えぐり＂を加える。船首

バルブについては次節で記すが，このようにして製作

された第 2船の Cpカーブを図ー7に示した。

b)船首バルブ

最新の研究によると，船首バルブは線形分散波の軽

滅に役立つばかりでなく，非線形性造波に対しても軽

滅効果のあることが報告され，前述のとおり， H改型

の船首バルブにはこの研究成果が取り入れられた。本

対象船は満載状態の計画速力が凡＝0.22と高く，船首

バルブ面積はH改型の 6％より多少大きくしたほうが

良好と考えられたが，投揚錨時の障害を防止する観点

10 -噛 ー11 lD 

---—ー第 1 船

---、----l•I 改型

0.5-11.0 

0.-1 0.5 

ー 原型

―-“•一屑張り
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゜

゜
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F.P. 

図ー16 第2船用 CPカーブの肩張り，肩落ち
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図ー17 第2船用 Cpカーブの評価

から H改型に倣って，実用上6％程度の大きさが適当

と判断された。錨鎖管位置のフレアーを大きくするに

も限度があり，従って 6％バルプにしながらも，縦長

形状を取ることにした。縦長の薄い船首バルブは水線

入角を小さくし，船首波の波頂線角度を小さくするの

で造波抵抗の低減に役立つものである。このような条

件によって決定された船首バルブを図ー18に示す。
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4.3.2 フレームライン形状

フレームライン形状について理論を背景とした検討

も次第に可能となりつつあるが，実際の設計段階では，

経験などによる知見がまだ大幅に活用されているよう

である。ここでは，理論研究による結果を定性的に導

入しつつ，良好な成績を示した船型をタイプシップと

する方法を取ることにした。船型試験で蓄積された結

果では，高速船，肥大船とも船体前半部はU型，後半

部は中程度のV型フレームラインが好ましいとされて

きたが，最近の研究では， cpカーブ，水線面形状のエ

ントランス部に対する考え方が次第に変化してきた。

最近はブラントな船首形状を避け，水線面形状も水線

入角を極力小さく抑え，非線形性造波抵抗の軽減が図

られる。本対象船のフレームライン計画についてもこ

の設計思想を適用することにした。既に発表されてい

るフレームラインシリーズ [8]の中から船首の水線

面形状が細く，フレームラインがU型で抵抗性能の良

い船型 (M. S. N。.0239)をタイプシップとして，

既に決定している cpカーブをもとに第 2船のフレー

ムラインを作製した。後半部のフレームラインは，抵

抗面からはV型，推進性能面からは，ややU型が好ま

しいとされるので，中間からややV型に寄った標準的

なフレームラインとした。第 2船のフレームラインを

図ー8に示した。水線入角は約17.5度でかなり小さくす

ることが出来た。フレームラインのU型を大きくすれ

ば船体下方に沿う流れの圧力勾配が大きくなり，ビル
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ジ渦発生による粘性圧力抵抗の増加を来すおそれがあ

るので，第 1船と第 2船の船体周りの流れをボテンシ

ャル計算によって調査した。図ー19に見られる特徴と

して，第 1は，船首バルブの効果であり，第 1船は

s. s. -9・3/4より前方では計算値がないものの， 9・3/4

より F.p.にかけて圧力の高いことが推察されるが，

第2船では，船首端での圧力が低くなるとともに，圧

カの山が後方にずれている。第 2は，肩張りの影響で

あり，水深の浅いNo.l ~ 3の流線上の S. S. 7 ・ 1/2 

付近の肩部で，第 2船の圧力が第 1船より少し低くな

っている点である。第 3は，フレームラインU型化の

影響として，流線に沿う負の圧力勾配が第 2船でやや

大きくなるとともに，船底部に入る箇所の圧力低下も

大きくなっている。第 2' 第3の傾向が強くなれば抵

抗増加を招くが，特に第 3の傾向は，船体前半部から

もビルジ渦が発生し，このため，粘性圧力抵抗が増加

する可能性を示唆している。

その他の船体設計として，中央横断面形状，船尾部

側面形状，舵形状及びプロペラシャフトのベースライ

ン上の高さ(=1.800m)などは第 1船のそれらと同じ

くした。模型プロペラ直径の実船換算値は2.77mとな

り，プロペラ上部のチップクリアランス比 Zt/Dpは約

25％である。第 2船の船体主要目などを表ー 1に示す。

4.3.3 模型試験結果

試験状態は，第 1船と等しくした。模型プロペラも

比較基準船，第 1船と同一のものを使用した。

試験結果を，比較基準船，第 1船と比較して，図

-11 ~14中に示した。これらの試験結果は，前述の 2船

と全く同じ解析方法に基ずいて求めたものである。ま

た，計画速力に於ける馬力などの性能を表ー3中に示し

た。

試験結果によると，第 2船の形状影響係数Kは，第

1船に比べて満載状態では0.16から0.20へ，バラスト

状態では0.17から0.36へと増加した。このようにKが

増加した理由は，第 2船のフレームラインが第 1船よ

り全体的にU型となり，このために発生したビルジ渦
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図ー19 第 1船， 第2船の流線に沿う圧力変化
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ーによる可能性が考えられる。バラスト状態で特に大き

く増加したのは，後半部フレームラインのU型化が，

船尾トリムによって船尾肥大度を大きくし，このため

二次流れが強くなることによる渦抵抗などの増加があ

ったためと考えられる（表ー1のバラスト時の CBA値を

参照）。

次に，満載の Fn=0.22付近で，第 2船の rRは第 1船
のそれに比べて約35％の大幅な低下を示した（図一11)。

ただし，バラスト状態の定格速度 Fn=0.248で，第 2船
のrRは第 1船より約30％の増加を示したが，これは造

波抵抗の増加によるものではなく，形状影響係数の大

幅な増加によってもたらされたものである。

満載の rRが大幅に改善された理由として， cpカープ

の十分な検討，適正なバルブの装着，フレームライン

のU型化による水線入角の減少などがあげられ，これ

らの相乗効果が与ったものと思われる。 rR改善の理由

55 

を調べる情報の一つに波形計測があり，この計測によ

って得られた波形造波抵抗の大小を調べるものであ
る。.

第 1船，第 2船の波形計測によって得られた波形記

録，振幅関数A (0)の無次元表示A*(0)を図ー20,
21に示す。満載状態の波形記録によると，第 2船は第

1船に比べて，船首波の波高が低くなり，波頂線角度

も小さくなったが，これは何れも船首バルブの効果と

して現われたものである。ただし，第 2船の後続波の

波高が第 1船より大きくなっているのは，前肩の“張

り”により，大きな前肩波が発生したためと考えられ

る。バラスト状態では， トリムによって，船首バルブ

の最大突出位置が水面に一致し，バルブが露出状態と

なったため，バルブが吹出し特異点としての造波抵抗

軽滅の機能を失ったものである。第 1船のバラスト状

態における振幅関数が第 2船より小さくなっているの
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は，波崩れによるものである。

波形造波抵抗の無次元係数Cwpを三次元解析法から

求めた造波抵抗係数Cwとともに図ー22に示す。満載の

Fn=0.22での CwPは，第 2船が第 1船の1/2となって

いるが， Cwの滅少量を説明するには至らない。第 2船

のCwとCwPは満載，バラストとも良く一致している

が，第 1船はその一致度が悪く，特に満載では差が大

きい。両船の満載状態に於ける船首波の観測（写真参

照）によれば，第 1船では波高，波頂線角度とも第 2

船より大きく，波崩れも多いのに対し，第 2船では，

船首の波崩れは見られなかった。これらの情報から考

えると，第 1船の満載状態では，水線入角の大きい船

首に発生する非線形性の船首波が発生したが，第 2船

の適正な船首バルブによってこの船首波の発生が効果

的に抑制されたものと解釈される。バラスト状態では

バルブの効果が少ないものの，幾分かは Cwの減少と

して現れている。第 1船の Cwpは両状態とも Cwより

小さく，バラスト状態でも同様な船首波の発生があっ

た模様である。非線形性の船首波は (Cw-cWP)で考え

られているが，急な波傾斜のため波崩れを起すので，

波形計測では捕捉出来ない特性を持つとされている。

有効馬力では，満載状態の改善が大きく，比較基準

船，第 1船に対し， EHP／ふが約85％となったが，バラ

スト状態では， Kが大きくなったため EHPは増加し

た。

Ballast c. 

ー名／
一―--一0.15 0.20 Fn 025 02~, 

図ー22 CwpとCwの比較

写真 満載状態に於ける船首波の観測
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自航要素では，第 2船の船尾形状がU型フレームラ

インのため第 1船より肥大化したので，満載で (1-

t)が2%悪くなったが， （1-WT)は満載・バラスト

両状態とも良くなり，船尾フレームラインシリーズの

試験結果にしばしば現れる成績と同様となった。

満載状態の制動馬力は，抵抗減少と推進効率の向上

によって BHP／ふ或は BHP/DWが比較基準船の80

％となった。しかし，バラスト状態では，推進効率は

向上したものの，抵抗が増加したため， BHP／△sが比較

基準船より 6％も増加する結果となった。

4.4 船体後半部の改善

船体前半部の改善では，バラスト状態の形状影響係

数が大きく増加した問題点があるものの，満載状態で

は約20％の馬力軽減の成果が得られたので，第 3船か

らは船体後半部の改善に入ることにした。船体後半部

形状は，推進性能に関する主要な支配要素である。

船体後半部の改善は 2段階に分けて実施する。その

第1段階では，推力減少係数 (1-t)の向上を試み

る。第 2段階ではプロペラ効率 'l/oの向上を図るため，

低回転大直径プロペラの採用を考え，同プロペラに適

合する船尾形状として，伴流利得の低下の抑制と伴流

均ー化を図るための船尾バルブ船型を検討する。第 2

船において残されたバラスト状態の抵抗性能の改善

は，推進性能の向上を図る過程に含めて検討を加える

ことにする。

4.4.1 推力減少係数の改善

(1) 船尾形状の計画ーその 1

推力減少係数 (1-t)の改善を図ることは，プロ

ペラの作動による船体抵抗の増加を抑制することにほ

かならない。自航時の船体抵抗増加量G (T)は，船

体，プロペラ，舵の相互干渉成分とプロペラによる造

波成分の 4成分よりなるが，この内，船体とプロペラ

の干渉による船体抵抗増加量 FPHが， G(T)のかなり

の割合（例えば80%）を占めるので， FPHを抑制するこ

とが tの改善に最も効果的である。船体とプロペラの

干渉力 (F山については，多くの理論的研究が発表さ

れて来た[9]。ここでは， FPHを船尾形状に直接関係

ずけた干渉係数B。を使って次のように示した [10]。

FPH=p. B。・r。,
[°T1=U;1=]．aop+•三〗， 0ao=Uao/U。, } （4) 

氏はプロペラの吸い込み強さ， U。は船速， Ua。と AP
＇まプロペラ円の平均流速と面積である。

この関係を使って，船尾形状の修正による性能改善

57 

の定量化を試みる。干渉係数B。は， tの向上に寄与す

る船尾形状修正の localな性状を示していないので，

実際に船尾部のどの部分を如何に変化させるかを明ら

かにしなければならない。この目的のために，第 2船

の船尾圧力分布を調査した。図ー23は，満載状態の凡＝

0.22に於ける，プロペラ有無による船尾圧力計測結果

であるが，プロペラの作用による大きな圧力低下を示

す領域が見出される。また，プロペラを単一渦円筒モ

デルに置き換えて，プロペラ作用時の圧力分布をポテ

ンシャル理論によって計算した結果も図ー23に示すが，

wi tbout propel !er 

with propeller ---
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図ー23 第2船の船尾表面圧力分布（満載状態のプロペ

ラ有り，無し）
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計算値と計測値は大体一致していると言える。自航時

の抵抗増加は，［プロペラの作用による船尾表面の圧力

変化量x面積の X方向成分］に比例することから，上

記の領域に於いて，プロペラの吸い込み作用により，

船体表面の圧力回復が抑えられ，その結果圧力抵抗が

増加したと考えられる。従って，プロペラの吸い込み

作用から生じた圧力低下量の X方向成分を滅少させ

るためには，上記の圧力低下を示した領域の痩せ型化

を図る必要がある。

船体後半部のフレームライン変形と s.s. 1•½か

ら船尾に向かってのcpカーブを僅かに変更すること

によって該当箇所の痩せ型を図るものとする。手持ち

のタイプシップを検討した結果，第 2船の前半部形状

の決定に使用した船型 (M. S. NO. 0239)の船尾フ

レームラインを用いて，第 3船の船尾形状を決定する

ことにした。 Lpp=95m,CB=O. 74の中速貨物船につい

て，その船尾形状変化と B。,（1-t)の関係を調査し

た結果 [11], [12] を参考に，タイプシップをベース

としたフレームラインの設計を行うが， （1 -t）の予

想向上値となる B。値を設定し，船尾フレームラインは

この Bo値になるように修正を加えながら決定した。こ

のフレームラインは，主機室，軸室のスペースをも考

慮していることは勿論である。舵形状，船尾側面形状，

軸心高さ，プロペラ及びその周辺配置などについては，

第2船に変更を加えなかった。

決定された，第 3船の船体後半部正面線図，横断面

積曲線，船体主要目など，干渉係数などを第 2船との

比較で図ー24,25, 表ー5, 6にそれぞれ示す。第 3船

では4.5WL以下を第 2船に比べてかなり痩せさせた

ので，それより上方から甲板に向ってフレームライン

が広がった（図ー24)。表ー6には，図ー23で見出された

部分の痩せ型を図った第 3船の B。{=B。I(½ • Ap ・ 

u。)｝とそれによる推力滅少率h (=FPH/Tと定義す

る）の計算値を，第 2船のそれらとともに示したが，

これによると (1-tT)は約 2％の向上が見込まれる。

なお，表中には，有効伴流推定係数（境界層に対する

プロペラ作用を示す）C。,舵と船体の千渉係数恥およ

びWEなども併記した。 C。,E。,WEについては文献10)

にその定義などが示されている。

(2) 模型試験結果

舵ありの通常の抵抗試験結果（図ー26)では，形状影

響係数は満載，バラストでそれぞれ， K=0.21,0.34 

となり，バラストでは第 2船よりやや改善されたが，

第3船の有効馬力を計算した結果では，満載，バラス
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図ー24 正面線図（その 2)
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図ー25 横断面積曲線（その 2)
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表ー5 供試験の要目及び試験状態（その 2)

第 3 船 第 4 船

'̀‘、ノヽ
J-

、ノ一ヽ
J-

、J

M
M
M
M
M
M
M
M
 

(

（

（

（

（

（

（

（

 

L
 

P
H
 

P

D

R

K

 

L
L
B
D
T
F
F
R
 

MODEL SHIP 
6.0000 
6.162.3 
0.92.31 
0.4462 
0.4077 
0.0192 

"゚0462
0.0769 

ACTUAL SHIP 
78.0000 
so.1100 
12.0000 
5.aooo 
5.:3000 
0.2500 
0.6000 
1.0000 

MODEL SHIP 
6.0000 
6.1623 
0. 9231 
0.4462 
0.4077 
0.0192 
0.0462 
0.0769 

ACTUAL SHIP 
78.0000 
•80. 1100 
12.0000 

5~8000 
5..3000 
0.2500 
0.6000 
:i-~oooo 

MODEL SHIP 
TA 
TM 
TF 
TRIM 
DISV(N) 
DISV(A) 
SN 
SA 

ACTUAL SHIP 
TA 
TH 
TF 
TRIM 
DISv(N) 
DISV(A) 
D!SVCA) 

翌
COEFFICIENT 

CBA 
CBF 
CB 
CPA 
CPF 
CP 
CM 
CWA 
CWF 
CW 
CVP 
LCB 
LPP/B 
BIT 
CVOL*(E+3) 
DISV/(DISV)FULL 

(M) 

(M) 

(M) 

CM) 
(CUB.M) 
(CUB.M) 
（S飢 M)

CSc.M) 

9 !4) 
(M) 

(M) 

(M) 

CCUB.M) 
(CUB.M) 

(TON) 
CSc.M) 
(S(i)．M) 

(9;） 

FULL LOAD i:::□ND IT I ON 

第 3 船第 4 船

0. 40770 
0.40770 
0.40770 
o..o 
1.52291 
1.52291 
8.12614 
8..39877 

5.3001 
5..3001 
5.3001 
o.o 
3345.8 
3345.8 
3429.5 
1373..3 
1419.4 

0.6499 
0.6991 
0. 6 74.5 
0.6681 
0.7188 
0.6934 
0.9727 
0.8.325 
o_．-1-55_8 
0.7941 
0.8493 

-1.0130 
6.4998 
2.2642 
7-..0.5_05 
1.0000 

ト両状態とも改善効果はなかった（図ー27)。

舵つき自航試験の結果（図ー28)，第 3船の (1-t) 

は第 2船のそれに対し，満載，バラストの両状態でと

もに 2％良好となり，狙い通りの改善効果が確かに現

れ，プロペラと船体の干渉計算により推力減少係数の

向上を図る本方法の有効性が確認された。 (1-t)の

改善方法は，フレームラインを痩せさせるので，殆ん

どの場合は伴流係数W を小さくし，船殻効率加｛＝

(1 -t)/ (1 -w)｝には，変化のない場合が多いが，

本船の場合は加の改善もみられた。制動馬力の計算結
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果を図ー29，表ー3に示す。第 3船の満載状態の BHP/

ふは，第 2船のそれに比べて 2％強改善されたが，こ

れは (1-t)の改善によるものである。ただし，バ

ラスト状態の性能改善は 1％弱に止まった。

船尾変形に用いた船体・プロペラ干渉計算から求め

られる自航時抵抗増加量CG{ =FPH/(½•p·Ap·U。り｝
と推力滅少係数tTの実験値との比較を図ー30に示す。

計算値は表ー6に示した B。を用いている。 CG,tTの変

化は，計算，実験とも同一傾向を示し，計算と実験の

値は，中速貨物船の場合 [11]と同様本船型の第 2船，
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表ー6 千渉係数，伴流係数，推力減少係数など

（満載，舵なし， Fn=0.22)

第2船＊1 第3船＊1

Bo 0.2293 0.1935 

Co 0.1480 0.1510 

Eo -0.0380 ” 
MPP*2 1.008 1.042 

5 
SPP *3 0.830 0.819 

CAL. 0.876 0.897 
MPP 

7 ← 
EXP. 0.875 0.895 

←一｛ CAL. 0.873 0.890 
SPP 

EXP. 0.870 0.890 

CAL. 0.748 0.759 
MPP 

ド
EXP. 0.740 0.745 

r-| CAL. 0.736 0.745 
SPP 

EXP. 0. 7_30 0.740 

1-WN 0.615 0.627 

(
s
d
)
d
l
-
U
 

1500 ~ 

1000 >-
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_＿_ 

―
―
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L
8
 

j
 

゜
， 

Vs(knot) 

10 II 12 13 14 15 

* 1 with M. P. NO. 2195 

* 2 Model propulsion point 

* 3 Ship propulsion point 図ー27 有効馬力曲線（その 2)
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図ー29 制動馬力等曲線（その 2)

第3船でもほぼ一致した。このことは，船体とプロペ

ラの干渉計算に於いて簡単なプロペラモデルを用い，

かつ伴流の不均一性も考慮に入れていないにもかかわ

らず，（4）式の関係が実用的には成立していると言える

であろう。

また，舵の自航性能に及ぼす影響としては，プロペ

ラ前方の船体に及び， E。く 0であることから，船体抵

抗の増加を抑制していることが判明した。 C。iま，表ー6

のように，第 2船と第 3船は殆んど同じ大きさである

ため，（ 1-WN) の大小関係はそのまま (1-W砂の

大小関係となった。舵の排除効果による堰止め影響

△w~0.08 と顕著に現れており， ITTC 性能委員会が提

示した伴流値に対する舵の修正量0.04よりかなり大き

(294) 

くなっている。

4.4.2 船尾バルプ船型と高効率プロペラ

本研究の船型開発第 4船では，低回転大直径プロペ

ラとそれに適合する船尾形状を採用することによって

更に性能を改善しようとするものである。

(1) 船尾形状の計画ーその 2

プロペラ直径を増加させると，伴流率W が低下し，

このため伴流利得の減少をきたすと共に，伴流の不均

一性が強くなりプロペラ起振力の増加を招くおそれが

あるので，第 4船の船尾形状は，これらのディメリッ

トを補うように考慮する必要がある。これらのディメ

リットを極力抑えつつ，船尾の境界層流れをプロペラ

に導入するためには，船尾バルプが最も有効であると
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with rudder Caa 口•------

0.9 

8
 ゜

↑一
l

----第 2船

__,c __ _ 
°ロ

---ム-------第 3船

0.7 

―

―

―

 

9

8

1

 

0

0

0

 
↑一
l
[

第 2船

゜ △
 

△ △ 

第 3船

. ----/•三△ △ 

△ 

---•一―――

--- △ △ 

0 ---- △ 
△ 

△ 

CT 

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 

図ー30 CTに対する CG, 1 -tTの関係

（第 2船，第 3船）

考え，第 4船では船尾バルブ船型を採用することにし

た。船尾バルブによって上記の伴流制御を行うために

は，抵抗増加を招かない限度において，寸法的にある

程度の大きさが必要である。

理論計算による船尾バルブの計画法はまだ殆んど開

発されていないので，ここでは資料の検討を基礎とし

た計画を実施することにした。中小型船の船尾バルブ

とその性能に関する公表資料は極めて乏しく 2, 3の

例を見るに過ぎない。ここでは， 日本中型造船工業会

が開発したH改尾船型[2 ]と呼ばれる船尾バルブを

検討することによって，バルブの膨みを約30％減じ，

バルブ上方の凹型フレームラインの“窪み”を多少緩

和させることにした。
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船尾バルブの大きさに関する数値的判断はなかなか

困難であるため，ここでは，過大過少を避けるような

選択を行った。

第4船では，上記のほか，次のような船型変更も併

せて行うことにした。第 2船から第 3船のフレームラ

イン変形は，主として船尾部のs.s. 2より後方の，

吃水中央部分を中心とした痩せ型を図ったが，形状影

響係数に与える影響は僅かであった。第 1船から第 2

船へのフレームライン変形に戻って注目すると，船首

付近と船尾付近のビルジ部（船底から吃水の約烙位の

範囲）をかなり U型にしたため，形状影響係数の増加

を招いたが，これらの結果を検討すると船体前半部も

ビルジ渦の発生による形状影響係数の増加をもたらす

可能性があり，結局，第 4船では，第 3船の船首尾の

ビルジ部をU型からややV型のフレームラインに戻す

ことにした。また，第 2船，第 3船の波形計測で見出

された波高の大きい前肩波を減少させるため，前肩部

に当る s.s. 7½周辺の Cpカーブの変化も緩やかにさ

せた。

船尾側面形状は，大直径プロペラの配置のため，ソ

ールビースを除去し，舵も吊舵に変更した。

最終的に決定された正面線図，横断面積曲線，船尾

側面形状及び船体主要目などを図ー24,25,31及び表ー5

にそれぞれ示す。

In位： • 

1/'2 

図ー31 第4船の船尾側面形状

(2) 高効率プロペラ

設計時の検討事項は以下の通り。

a)直径DP

〇ソールピースを除去すれば，プロペラチップ

とベースラインの間隔は，入出渠時の安全性

(295) 
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を考慮して許容最小値を取る必要がある。

0主機，減速機を上下異芯に配置するが，プロ

ペラ軸芯の高さは出来るだけ低くする。

0バラスト航行時にプロペラチップが露出しな

いようにする。

0プロペラ上部に配置するアフトピークタンク

には， トリム調整に必要な容積を確保する。

0プロペラ上方のチップクリアランスは25％程

度を確保する。

存のものを超えることは難しく，結局既存船の最大直

径と同じ3.lOOmとした。

b)プロペラヘの供給馬力 P

第3船の水槽試験をもとに，主機出力を1,800psと

仮定する。第 4船で更に馬力低下が得られれば， 1,800

psエンジンをディレートさせ，例えば， 1,700psで使

用するものとする。

主機出力からプロペラに至るまでに必要な馬力とし

て，主機冷却用ポンプの駆動馬力，減速機損失馬力，

航海中に使用する軸発電用馬力及び軸系の摩擦損失を

考慮して結局，プロペラヘの供給馬力は1,591.3psと

12— 
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図ー32 高効率プロペラの設計

212。

した。

C)プロペラの前進速度VAの推定

大直径プロペラの有効伴流値は，第 3船の通常プロ

ペラ (Dp=2.77m)による自航試験から得られた有効

伴流値に，第 3船の曳航時伴流分布をもとに Dp=3.10

m と2.77mの各直径で求められた公称伴流値の比を

乗じ，更にこれに尺度影響の修正を行って推定した。

d) プロペラ回転数Ns

プロペラ回転数を仮に140~220rpmの範囲に選ん

で，プロペラの単独効率が最大となるピッチを調査し

た。ただし，回転数マージンを 3％と見込んだ。

以上の結果によって，プロペラの出力係数BPと直径

係数 8を計算し， MAUの設計図表からピッチ比HI
恥，プロペラ単独効率 1/oを求めた。

次に展開面積比 aEは，バリルのキャビテーション判

定図表をもとに通常の方法で求めた。

以上により，回転数に対する H/DP,1/o, aEの変化を

求めたものが図ー32である。本図によると Ns=180rpm

で 1/oが最大となり，その時の H/DP,aEを採用した。

これらの要目を表ー2に，輪郭形状などを，本プロペラ

b
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図ー33 模型プロペラの単独性能曲線（その 2)
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の単独性能試験結果とともに図ー33中に示した。

(3) 模型試験結果

抵抗， 自航の各試験結果を図ー26~29及び表ー3に示

した。形状影響係数は満載，バラスト両状態とも第 2

船，第 3船よりもかなり小さくなり，ビルジ部のU型

フレームラインをややV型に戻した効果が得られた。

図ー26に示す r叶こついては，満載，バラストとも定格速

力付近で，第 2船，第 3船よりも低くなり，これは，

cpカーブの前肩張りを緩和させたことによる前肩波

の軽減効果が得られたためと考えられる。

次は自航要素について調べると，第 4船では，大直

径プロペラによる伴流利得の減少を抑制するため，船

尾バルブを採用したにもかかわらず，（ 1-WT)は満

載，バラスト両状態とも第 3船に比べ 6~7％も増加

した。直径が約12%(3. Im/2. 77m)増加したことに

よる (1-WT)の増加は，例えば文献 5)によると，

約 5％と推定されるので， 6~7％の増加そのものは

妥当のようであるが，船尾バルブの狙いはそれほど発

揮されなかった。

(1 -t) は，両状態とも第 3船に比べて， 2~3 

％改善されたが，その理由としては次のように考えら

れる。即ち，第 2船の（ 1-t) を向上させるため，

プロペラの上方・前方に当るフレームラインを痩せさ
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せた第 3船で，その成果が得られたと同じ効果が第 4

船でも得られたものと考えられる。図ー24に見られるよ

うに，第 4船のプロペラ上方部のフレームラインは第

3船に比べて，かなり痩せ型になっているが，これは，

船尾バルブを形成させたことによるものであり，（ 1-

t)の改善は，船尾バルブの間接的効果と言えよう。

叫ま， KT一致法と呼ばれる解析法のもとに，均一流

中のプロペラ効率に対する船後不均一流中のプロペラ

効率の比を示すが，円周方向の不均一性が強いほど 1'/R

が大きくなるといわれている。第 4船の 1/Rが低下した

のは，船尾バルブによって，伴流分布が第 3船より均

ー化されたためとも考えられるが，図ー34に示すプロペ

ラ位置での伴流計測の結果を見ると，船尾バルブによ

る伴流均ー化の効果に期待に反して少なかったと考え

られるので，結局 1/Rが低下した原因は不明である。

(1-t),1'/Rの，第 3船から第 4船へのこのような変

化は，船型計画時の推定がなかなか困難であり，船型

開発がまだかなり模型試験に依存しているのもこのよ

うな理由によるものと思われる。

1/oは，図ー28に示していないが，大直径プロペラの設

計時にプロペラ性能を推定した結果によると，普通フ°

ロペラによる第 3船に比べて，大直径プロペラによる

第4船で26％近く向上し，（ 1-Wサの悪化などを十分
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図ー34 第3船，第 4船の伴流分布（満載状態， Fn=0.22)
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補って結局推進効率 7の改善としては， 12％が見込ま

れた。これに対し，実験結果では，満載の計画速力で，

7oの向上は約12％であり， （1-WT)の悪化の他(1-

t),'f/Rも変化し，結局 7の向上は約 8％であった。

第4船の制動馬力は，図ー29に示すように第 3船のそ

れより更に低下し，特にバラスト状態で顕著であった。

比較基準船と比べると，満載状態で約30%，バラスト

状態で10％近い省エネルギー効果が得られた。

また，第4船の満載の計画速力における Cadmは， 400

近くとなり，就航実船の性能調査を示した図ー6に於け

る省エネルギー対策船が Cadm= 330 ~ 340であるのに

比べで性能が格段に向上したことを示した。

伴流分布については既に述べたが，この均ー化を十

分に図るためには，更に大きいバルブをもう少し下方

に形成させるとともに，バルブの上流に当るフレーム

ラインをU型にする必要があると考えられるが，これ

らは抵抗の増加を招く可能性があり，この兼合いから

最適の選択を行うことはかなり難しいことである。

4.5 プロペラ起振力の検討

激しい船尾振動は，航海計器， 自動化機器並びに海

員の居住性能に対し悪影響を及ぼすので，これを未然

に防止する立場から，船尾振動の主要な原因となるプ

ロペラ起振力の検討が，船型開発や基本設計の段階で

実施される。

プロペラ起振力は大別して 2種類の起振力からなっ

ており， 1つは変動圧力 (Propellerinduced flactuat-

ing pressure)に基<,いわゆるサーフェス・フォース

である。このサーフェス・フォースの推定方法は種々

表ー7 サーフェス 4・フォースの比較

(298) 

o本â 船^^ 19 9CV'l'I 漁 船 1軸大型::,ンテナ船

暉ヨココ、滋↓＿カーフニIJ-1了. B C A B C 

L pp (m) 78.00 29.00 49.50 49.70 39.20 200.0 168.0195.0 

Dp (m) 310 1.85 2.26 2.65 1.94 7.4 5.7 7l 

Zt /Dp 0230 o.254 0.27.1 0248 0284 022 024 0282 

Z 4 4 4 3 3 5 4 . s  

Fo (ton) 0.83 5.31 12. 7.7 1.9 19 23 15 

Fa/1（球）：（to咋 2) 0.09 1.55 0.2 3 1.1 OS 1 0.35 0.71 0.30 

表ー8 ベアリング・フォースの比較（計算値）

本船： 999 G/T 199 G-1~ 漁 船

内航クンカー 力一フ:,:.!r・ A B 

z 4 4 4 3 

伴流分布 1実 船 模型船 同左 同左 同左

k? 02125 02357 0.177 0.l930 Ol348 

LIKT/KT 0.079 0.023 00£15 0.034 0262 

KFY/KT 0039 0.035 0.017 ODOO 0020 

“FYぷT 0.029 0.032 I o.0:::2 OD26 0.086 

KFz/KT 0.002 0.011 I OOS14 OD73 0064 

4KF奴 T 0.017 0.015 0013 0.048 0.124 

KQ 0.0280 0.0302 0.0 183 0.0192 0.0164 

LIKQ心 0.080 0.021 0D94 OD31 0256 

K:11・v知 0259 0.274 0:190 0.697 0.522 

瓜¥ヅ応 0.135 0.135 0.1EIO 0.306 1.140 

Kyz匁 0.005 0077 OHO 0045 0203 

4k匹匁 0.153 0.086 0.480 0094 0.744 

1 
N. B., KT, KFY, KFZ = ~(T, I Fy I, I Fz I) 

P·n・ •Dp•
1 

邸，邸y，恥z= ~ Q, I My I, I Mz I) 
P・ n• •Dp' 

: mean 

L1 : Peak to peak 

2釉大型

C コZ”1船

3 5 

同左 同左

0.2090 0.1963 

0.136 0.075 

OD28 0.008 
； 

0.085 0.043 

0066 Ol60 

0.105 0032 

0.0301 0.0382 

0.135 0061 

0.3 66 0.383 

0.610 OD88 

Ol57 0024 

0.455 0.137 

1 軸

貨物船

4 

同左

0.2442 

OD31 

0908 

0021 

OD87 

0.025 

0.0364 

OD30 

0.385 

0.157 

0056 

0.I09 


